
様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

 
契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００１９９ 
南相馬市超高速インターネット光ファイバーケーブル支障移転業務委託 

履行場所  南相馬市鹿島区南柚木字西久保地内 
種  類  委託 

概  要 
ＮＴＴ所有の電柱に添架している市保有の光ケーブルの移転 

 
 

相

手

方 

名  称  東日本電信電話株式会社 ビジネス＆オフィス営業推進本部 
 福島法人営業部門 

代 表 者  部門長 吉宗 俊哉 
所 在 地  福島県福島市山下町５番１０号 

 
根 
 
拠 
 
規 
 
定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 
■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  
□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 
□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  
□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  
□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  
□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 
□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 
□９号 落札者が契約を締結しないとき 

 
 
随

意

契

約 
理

由

の 
説

明 

【具体的に記入すること】 
 
超高速インターネット環境管理運営事業を行うに当たって、ＩＲＵ契約の締結事業者の

選定をプロポーザル方式により行った経過があり、提案の内容等から東日本電信電話（株）

福島支店（現 東日本電信電話(株)ビジネス＆オフィス営業推進本部福島法人営業部門）と
ＩＲＵ契約を締結することとなった。この契約の中（プロポーザルの内容）には光ファイ

バ網に関する保守・修繕についての提案も含まれていたことから、東日本電信電話(株)ビジ
ネス＆オフィス営業推進本部福島法人営業部門と随意契約とするものである。 
 
 
 
 
 
 

工事等担当課名 〔  総務部 情報政策課   〕 
※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２００ 

標的型攻撃メール対応訓練業務委託 

履行場所 情報政策課 

種  類 業務委託 

概  要 

本市メールアカウントを所有する正職員・嘱託職員（以下職員等）に対

し、疑似攻撃を埋め込んだ添付ファイル付きのメール（以下、標的型攻撃

メール）を送信することで、標的型攻撃メールに対する意識付け及び対応

力の向上を図る。 

相

手

方 

名  称 東日本電信電話株式会社 ビジネス＆オフィス営業推進本部 
福島法人営業部門 

代 表 者 部門長 吉宗 俊哉 
所 在 地 福島県福島市山下町５番１０号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

本市とイントラネット構築業者である上記業者と協議のうえ決定している。 

本市の各種セキュリティ設定に阻害されることなく、疑似的な標的型攻撃メールを職員

のアドレスに送付するためには、本市のセキュリティに関する設定内容を公開しなければ

ならず、イントラネットのセキュリティを保つことが困難になることから、上記業者との

随意契約とする。 

工事等担当課名 〔 総務部 情報政策課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２３５ 

モニタリングポスト点検校正業務委託 

履行場所 南相馬市が指定する10箇所 

種  類 業務委託 

概  要 

東京電力福島第一原子力発電所事故による放射性物質汚染に関し、住民

の安全・安心確保の観点から、除染により発生した除去土壌等の仮置場の

周辺に設置したリアルタイム線量測定計について、点検と校正を行うも

の。 

相

手

方 

名  称 株式会社東栄科学産業 

代 表 者 郡山営業所所長 橋本 富美男 

所 在 地 福島県郡山市富久山町福原字陣場１９４番７ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本市の設置したリアルタイム線量測定計は、富士電機株式会社製の精密機械であり、同

社の福島県内における唯一の指定代理店である株式会社東栄科学産業と随意契約を締結す

るものである。 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 除染対策課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２３６ 

臨時福祉給付金支給業務委託 

履行場所 南相馬市役所（社会福祉課） 

種  類 業務委託 

概  要 

国の消費税引き上げに際し低所得者に与える負担の影響に鑑み、また、賃

金引上げの恩恵が及びにくい低所得の障害・遺族基礎年金受給者に対し、

暫定的・臨時的措置として、給付金を支給するためのシステム構築及び窓

口、給付業務（人件費含む）を委託するものである。 

相

手

方 

名  称 株式会社 ＦＳＫ 

代 表 者 代表取締役 鬼澤 浩正 

所 在 地 いわき市内郷御厩町３－１６８ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

本業務は、住民情報システムとの連携したシステムを構築する必要があり、かつ、申請受付及

び給付金支給に係る人的配置までを含む契約を要することから、㈱日立情報システムとパートナ

ー会社となっており本地域においてそのすべてに対応することができる県内唯一の業者である

株式会社ＦＳＫとの随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 社会福祉課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２３８ 

防災集団移転促進事業 移転元買取用地除草作業(小高区)業務委託 

履行場所 南相馬市小高区塚原字大地内外 

種  類 業務委託 

概  要 
防災集団移転促進事業において取得した用地のうち、他の事業区域に含まれ

ない範囲の草類の刈払を行い、地域の環境整備を図る。 

相

手

方 

名  称 ふるさと小高区地域農業復興組合 

代 表 者 佐藤 定男 

所 在 地 南相馬市小高区東町一丁目１２２番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

上記組合は、地域の農業者等が構成員であり、農用地の保全管理に適した作業機器等（草

刈機等）を保有し、委託場所の地理に精通している。これらのことから、上記組合は当該

事業を迅速に且つ、的確に遂行出来る事業体である。また、上記当組合へ発注することに

より、地域農業の復興が図られることから上記組合と随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 都市計画課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２３９ 

食品等放射能簡易分析装置保守点検業務委託（ＣＡＮ－ＯＳＰ－ＮＡＩ） 

履行場所 原町あずま保育園他６か所 

種  類 業務委託 

概  要 

食に対する安全安心の確保を図るため、福島県から貸与された放射能簡

易分析装置７台を市内各保育施設に配置し、自家消費野菜等の検査を行っ

ている。分析装置は放射能測定の正確性を確保するため、年に一回の保守

点検を行う必要があり、この業務を委託する。 

相

手

方 

名  称 宝化成機器株式会社 

代 表 者 代表取締役 阿部 信幸 

所 在 地 福島県郡山市喜久田町卸一丁目６２番地１ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本市保育施設に設置してある分析装置のうち、「ＣＡＮ－ＯＳＰ－ＮＡＩ」７台について

は上記事業者が納入者であり、分析装置の保守点検は上記事業者しか行えないことから、

上記事業者と随意契約を締結するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 幼児教育課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２５０ 

社会保障・税番号制度システム整備業務委託（厚生労働省分） 
履行場所 情報政策課 外 
種  類 業務委託 

概  要 社会保障・税番号制度における情報連携開始に向けて、平成２８年度内の対

応が必須とされている総合運用テストについて、市職員の作業支援等を行う。 
相

手

方 

名  称 株式会社日立システムズ 東北支社 
代 表 者 支社長 堀谷 敦 
所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町二丁目１５番１号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

本業務は、平成２８年度に対応が必須とされている総合運用テストについて、本市で導

入している住民情報システムの開発業者に作業支援を依頼するものである。 
総合運用テストにおいては、住民情報システムを経由してデータを連携させる必要があ

り、当該作業を適正に遂行できるのは、当該システムの開発仕様および運用方法に精通し

ている業者のみとなるため、上記業者と随意契約とする。 
 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔情報政策課                      〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２５１ 

社会保障・税番号制度システム整備業務委託（総務省分） 
履行場所 情報政策課 外 
種  類 業務委託 

概  要 社会保障・税番号制度における情報連携開始に向けて、平成２８年度内の対

応が必須とされている総合運用テストについて、市職員の作業支援等を行う 
相

手

方 

名  称 株式会社日立システムズ 東北支社 
代 表 者 支社長 堀谷 敦 
所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町二丁目１５番１号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

本業務は、平成２８年度に対応が必須とされている総合運用テストについて、本市で導

入している住民情報システムの開発業者に作業支援を依頼するものである。 
総合運用テストにおいては、住民情報システムを経由してデータを連携させる必要があ

り、当該作業を適正に遂行できるのは、当該システムの開発仕様および運用方法に精通し

ている業者のみとなるため、上記業者と随意契約とする。 
 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔情報政策課                      〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２５３ 

避難行動要支援者システム構築業務委託（高齢者情報システム改修） 

履行場所 南相馬市役所 
種  類  業務委託 

概  要 
災害発生時に円滑かつ迅速に避難支援等を実施するために、必要な情報

を管理し、任意の時期に必要な情報を出力できるよう処理するシステムを

開発するものである。 
相

手

方 

名  称 株式会社ＦＳＫ 
代 表 者  代表取締役 鬼澤 浩正 
所 在 地  福島県いわき市内郷御厩町３－１６８ 

根

拠

規

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項8 

☑２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき 

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき 

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約

理

由

の

説

明 

【具体的に記入すること】 

本業務委託は高齢者情報システムを改修し、避難行動要支援者名簿を管理する機能を付

加するための委託であるが、当該業者は、高齢者情報システムを構築した業者であり、シ

ステム構成を熟知しているため、適切な改修を行うことができる業者であることから、当

該業者との随意契約とする。 
 

工事等担当課名 〔  復興企画部 危機管理課  〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２５４ 

鹿島生涯学習センター舞台装置ワイヤー交換修繕 

履行場所 南相馬市鹿島区寺内字迎田地内（鹿島生涯学習センター） 

種  類 修繕 

概  要 

鹿島生涯学習センターのホールの舞台装置ワイヤーが耐用年数を迎え

ており、経年劣化に伴う故障が生じる前に、ワイヤー及び関連装置の交換

修繕を行う。 

相

手

方 

名  称 撫子産業株式会社 

代 表 者 代表取締役 岡本 麗 

所 在 地 東京都豊島区長崎一丁目24番14号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

本修繕は、鹿島生涯学習センター舞台装置のワイヤー部品の交換を行うものであり、既

存の舞台装置の互換性を要することから、舞台装置の設置業者であり、メーカー取扱業者

でもある当該業者と随意契約するものである。 

 

 

 

工事等担当課名 〔 文化スポーツ課   〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２５６ 

水稲作付再開奨励金交付等業務委託 

履行場所 南相馬市 

種  類 業務委託 

概  要 
南相馬市水稲作付再開奨励金の交付等に係る、奨励金の交付対象者への

事業周知業務、交付申請の受付業務、交付事務を行う。 

相

手

方 

名  称 ふくしま未来農業協同組合 

代 表 者 代表理事組合長 菅野 孝志 

所 在 地 福島県福島市北矢野目字原田東１－１ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本事業に必要な農業者の作付情報や、対象水田に関する情報を管理していること、また、

昨年度も当該事業の委託業者であったことから、適切に事業を遂行できる上記事業者と随

意契約とするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔農政課                         〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２５７ 

復興事業に係る土地情報調査業務委託 

履行場所 南相馬市災害危険区域 

種  類 調査業務委託 

概  要 

土地情報調査及びデータベース構築業務委託（権利等調査） 

調査対象地区 南相馬市災害危険区域（１，９８０ｈａ） 

 

相

手

方 

名  称 ㈱千代田コンサルタント 南相馬事務所 

代 表 者 所長 荒井 裕則 

所 在 地 福島県南相馬市原町区旭町３丁目３８番地１ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 

防災集団移転促進事業で買い取った土地は、土地改良事業に編入し復興事業用地として

利活用されるため、移転促進区域内と移転促進区域外の土地情報を一体的に管理する必要

がある。 

当該事業者は移転促進区域内の土地情報のデータベース化を行っており、今回の移転促

進区域外の土地情報のデータと、既存のデータを統合・管理できる唯一の事業者であるた

め随意契約としたい。 

工事等担当課名 〔 都市計画課                          〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２６１ 

南相馬市図書館ネットワーク機器更改業務委託 

履行場所 中央図書館 

種  類 物品 

概  要 
図書館内の情報通信設備について、ネットワーク関連機器を更改することによ

り、適正な機器台数の見直しと業務運用性の向上を図る。 

相

手

方 

名  称 東日本電信電話株式会社 ビジネス＆オフィス営業推進本部 
福島法人営業部門 

代 表 者 部長 宮沢 繁 
所 在 地 福島県福島市山下町５番１０号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

上記業者は、中央図書館開館当初より館内ネットワーク構築業務、及び、保守業務を担

当している。現行の実施しているサービスを継続するために、利用者開放用ネットワーク

機器の運用は、館内ネットワークを保護するためのセキュリティ設定と一体での運用が必

要であり、この設定を含めた機器の納品ができる業者は上記業者のみであることから、随

意契約としたい。 

工事等担当課名 〔 教育委員会 中央図書館 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２６２ 

食品等放射能簡易分析装置保守点検業務委託（ＣＡＮ－ＯＳＰ－ＮＡＩ） 

履行場所 学校給食センター他３か所 

種  類 業務委託 

概  要 

食に対する安全安心の確保を図るため、福島県から貸与された放射能簡

易分析装置１０台を学校給食センター及び市内小中学校に配置し、給食食

材等の検査を行っている。分析装置は放射能測定の正確性を確保するた

め、年に一回の保守点検を行う必要があり、この業務を委託する。 

 

相

手

方 

名  称 宝化成機器株式会社 

代 表 者 代表取締役 阿部 信幸 

所 在 地 福島県郡山市喜久田町卸一丁目６２番地１ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本市学校給食センター及び市内小中学校に設置してある分析装置「ＣＡＮ－ＯＳＰ－Ｎ

ＡＩ」１０台については上記事業者が納入者であり、分析装置の保守点検は上記事業者し

か行えないことから、上記事業者と随意契約を締結するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 学校教育課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００２６３ 

食品等放射能簡易分析装置保守点検業務委託（ＣＡＮ－ＯＳＰ－ＮＡＩ） 

履行場所 原町生涯学習センター 外 

種  類 業務委託 

概  要 

食に対する安全安心の確保を図るため、福島県から貸与された放射能簡

易分析装置１０台を市内各施設に配置し、自家消費野菜等の検査を行って

いる。分析装置は放射能測定の正確性を確保するため、年に一回の保守点

検を行う必要があり、この業務を委託する。 

 

相

手

方 

名  称 宝化成機器株式会社 

代 表 者 代表取締役 阿部 信幸 

所 在 地 福島県郡山市喜久田町卸一丁目６２番地１ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本市に設置してある分析装置のうち、「ＣＡＮ－ＯＳＰ－ＮＡＩ」１０台については上記

事業者が納入者であり、分析装置の保守点検は上記事業者しか行えないことから、上記事

業者と随意契約を締結するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 生活環境課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 

（契約番号）４２８２０００２６７ 

南相馬市除染作業事後モニタリング業務委託 

（その他の除染実施区域その１） 

履行場所 除染対策課 

種  類 業務委託 

概  要 
市内生活圏の除染が終了した地域ごとに、除染効果を確認するための事後

モニタリングに係る業務を委託するもの。 

相

手

方 

名  称 竹中工務店・竹中土木・安藤ハザマ・千代田テクノル共同企業体 

代 表 者 株式会社竹中工務店東北支店 執行役員支店長 八木下知己 

所 在 地 宮城県仙台市青葉区国分町三丁目4番33号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本業務は、生活圏除染作業が終了した地域ごとに、除染効果及び効果が維持されていな

い箇所を確認するために事後モニタリングを行う業務であり、現在、当該事業者に委託し

ている「南相馬市除染作業及び除去土壌等の保管管理業務」に関連した業務であることか

ら、本業務を円滑に遂行するためには、専門的な知識や技術、業務への習熟が要求される。

また、これまでに実施した除染作業等に関する膨大なデータ等を活用する必要があること

から、当該事業者との随意契約としたい。 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔除染対策課                           〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 


